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１．計画の概要 

１－１．計画の目的 

・本市の実情に合わせた住宅政策の基本となる計画です。この度、社会経済情勢の変化等を踏まえた

新たな住生活の課題に対応する計画として見直しを行いました。 

１－２．計画の位置づけ 

・第 2次日向市総合計画・第 2期日向市総合戦略で位置づけている「快適な住宅環境の整備」を具現

化するための、住宅政策に関する基本となる計画です。 

・効果的・効率的な施策展開のため、本市の関連計画における住まいに関する施策との連携を図ります。 

・住生活基本計画（全国計画）や宮崎県住生活基本計画を踏まえた本市の住生活基本計画（市町村計

画）と位置づけます。 

１－３．計画期間 

・令和 4年度から令和 13年度までの 10年間とします。 

・前半 5年間に取り組む施策等を定めた前期計画として位置づけ、前期計画終了に合わせて計画の検

証等を行いながら後期計画を策定します。 

 

２．ひゅうが暮らしの将来像と基本目標 

２－１．住まいに関する課題 

・居住者や住宅、住環境に関する現状を踏まえ、本市の住まいに関する課題を次のとおり設定します。 

 

居 住 者 住 宅 住 環 境 

高齢者の居住の安定の確保 

高齢者が住み慣れた地域で安心して住

み続けることができる環境づくり 

住宅確保要配慮者への対応 

住宅確保要配慮者に対する相談・支援

体制の構築 

若年・子育て世帯の定着化・定住化 

若年・子育て世帯の定着化・定住化につ

ながる環境づくり 

既存住宅の質の維持・向上 

住宅の維持管理に関する市民の意識啓発、

安心してリフォームできる環境づくり 

既存住宅・空き家の有効利用 

長期空き家や管理不全空き家の発生を未

然に防止する取組、有効活用を促す取組 

住宅の省エネルギー化 

住宅の省エネルギー化や再生可能エネ

ルギーの導入拡大の促進 

激甚化する自然災害への対応 

住宅・立地状況や家族の状況などに応

じた対策の実施 

 

地域コミュニティの維持 

地域コミュニティの維持につながる取

組や地域の魅力づくり 

 

２－２．ひゅうが暮らしの将来像 

・本計画における施策推進の基本的な考えを次の通り掲げます。 

 

 

３．住まいの施策 

３－１．施策体系 

・将来像の実現に向け、本計画において重点的に取り組む施策をまとめた重点戦略を掲げるとともに、

基本目標を計画的かつ着実に達成するために取り組む具体的な施策は次の通りです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[重点戦略]　つながりのある暮らしづくり戦略
戦略１

戦略２

基本目標１

基本目標２

基本目標３

将来像

安心で

選択できる

暮らしづくり

施策１
新たな住宅セーフティ

ネットの構築

施策２ 暮らしの選択肢の充実化

施策３
公営住宅の適正管理及び

持続可能な管理への転換

施策１
総合的な空き家対策の推

進

良質で

循環できる

暮らしづくり

施策２
リフォームによる既存住

宅の質の向上

施策３
良質な既存住宅の流通に

よる循環型社会の実現

施策４
住宅の長寿命化と維持管

理意識の醸成

①住宅のバリアフリー化の促進

②サービス付き高齢者向け住宅に関する情報提供

③住まいに関する相談対応・情報提供の充実

④移住・定住需要への対応

①公営住宅の入居の適正化

②持続可能な公営住宅管理の推進

③公営住宅ストックの柔軟な活用策の検討

①住宅の耐震化の促進

②安全・安心な暮らし方の普及

③災害に強い居住環境の整備

①長期優良住宅の普及促進

②所有者等による日常点検や維持管理の促進

①既存住宅取得の促進

②既存住宅の価値を高める適正な維持管理の

　促進

①ニーズに応じたリフォームの促進

②安心してリフォームできる環境づくり

①空き家の適正管理等の促進

②潜在的な空き家に関する情報収集

①良好な景観形成の促進

②地域コミュニティの維持・育成

①環境に配慮した住宅の普及促進

②木造住宅の普及促進

①災害発生時における速やかな住宅の確保

②住宅の円滑な再建の体制づくり

①「（仮称）日向市居住支援協議会」の設立

②民間賃貸住宅による住宅セーフティネット機能

　の補完

住まいと人がつながり　誰もが安心して住み続けられる
ひゅうが暮らし

　福祉と住まいをつなぐ暮らしづくり
　防災と住まいをつなぐ暮らしづくり

施策１
災害に強い住宅・居住環

境の整備

安全で

快適な

暮らしづくり

施策２ 住まいの復興力の強化

施策３
脱炭素社会の実現に資す

る住まいづくり

施策４ 良好な居住環境の形成

将来像

住まいと人がつながり 誰もが安心して住み続けられる

ひゅうが暮らし

将来像
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３－２．重点戦略と重点施策 

・将来像の実現のため、各施策を着実に推進していきますが、必要性・緊急性の高い施策については

優先的に取り組むことが求められます。 

・本市の住まいを取り巻く課題は、住宅だけの問題だけでなくなってきており、それぞれの課題に関

連する部署や民間事業者等とのつながりを作りながら、施策を展開していく必要があります。特に、

住宅確保要配慮者への対応や激甚化する災害への対応については、緊急性が高く、住宅だけでは十

分に対応することができません。 

・そのため、前期計画として、「つながりのある暮らしづくり戦略」を重点戦略として設定し、「福祉

及び防災」と「住まい」をつなぐ「２つの戦略」を掲げ、「６つの重点施策」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．計画の推進にむけて 

４－１．成果指標と重点戦略ロードマップ 

（１）成果指標 

・将来像の実現のために設定した基本目標及び施策について、その進捗を把握するため、成果指標を

設定します。 

 

重点 

戦略 指標名 
基準値 

令和 3 年度 

前期目標値 目標値 

令和 8年度 令和 13年度 

戦略
１ 

居住支援協議会の設立 － 令和 4 年度 － 

居住支援協議会の支援によるマッチング件数 － 1 件/年 3 件/年 

セーフティネット住宅の登録戸数（年間） 
0 戸 

（R2年度末） 
20 戸/年間 

市内で活動する居住支援法人数（累計） 0 団体 1 団体 2 団体 

戦略
２ 

老朽化が著しい空き家の除却件数（累計） － 
80 件 

（R6年度） 
－ 

日向市木造住宅耐震化促進事業の補助件数 
のうち空き家の件数（累計） 

－ 5 件 10 件 

罹災調査士認定者数（累計） － 15 人 30 人 

（２）重点戦略ロードマップ（抜粋） 

・本計画を着実に遂行するため、「重点戦略ロードマップ」を設定し、各重点施策に取り組んでいきま

す。なお、重点施策の中には、他の重点施策に関連するものもあることから、各重点施策の進捗に

合わせてロードマップは適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２．計画の推進体制と進捗管理 

・本計画の推進にあたっては、住まいやまちづくりの主要な担い手である市民一人ひとりの取組を中

心に、住宅・福祉などの関係課や民間事業者、自治会、ＮＰＯ・ボランティア・居住支援団体など

が様々な角度からサポートすることが必要です。そのため、市民・民間事業者等・行政などの関係

者が相互に連携して、住生活の安定向上に関する施策に取り組みます。 

重点施策１－１：「（仮称）日向市居住支援協議会」の設立 

居住支援協議会の設立、居住支援サービスの充実、居住支援方

策の検討・実施 

重点施策１－２：民間賃貸住宅による住宅セーフティネット機能の補完 

セーフティネット住宅の登録促進、民間賃貸住宅の賃貸人の不

安低減 

重点施策１－３：持続可能な公営住宅管理の推進 

公営住宅の適正管理、経営的視点の導入、建替え・改善の効率

性向上 

重点施策２－１：災害発生時における速やかな住宅の確保 

応急仮設住宅や災害公営住宅の整備、民間賃貸住宅の活用、応

急仮設住宅入居者への支援 

重点施策２－２：住宅の円滑な再建の体制づくり 

住宅被害調査の庁内体制づくり、被害調査の円滑な実施、民間

保険会社との連携 

重点施策２－３：空き家の適正管理等の促進 

老朽空き家の除却、空き家の老朽化防止、空き家の安全性向上 

戦略１ 

 

 

福祉と住まいを 

つなぐ 

暮らしづくり 

戦略２ 

 

 

防災と住まいを 

つなぐ 

暮らしづくり 

重点戦略     つながりのある暮らしづくり戦略 

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

戦略１
福祉と住まい
をつなぐ

暮らしづくり

「（仮称）日向市居

住支援協議会」

の設立

戦略２
防災と住まい
をつなぐ

暮らしづくり

災害発生時における

速やかな住宅の確保

応急仮設住宅等の

供給のあり方検討

居
住
支
援
協
議
会
設
立

（例：不動産事業者調査、高齢者向けの住まいの相談会など）

災害公営住宅等整備指針の作成

連携体制構築

（意見交換会など）

・社会福祉協議会

・地域包括支援センター

・不動産関係事業者

居住支援法人への登録促進

居住支援協議会を中心とした取り組みの実施

不動産事業者等と連携体制構築

応急仮設住宅でのケアサポートの検討

居住支援

居住支援サービスの充実

居住支援方策の検討・実施

応急仮設住宅や災害公営住宅の整備

民間賃貸住宅の活用

応急仮設住宅入居者への支援

協議会設立


